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ウイルス除去・除菌装置「ＲｅＣｌｅｓ（レクリス）」販売に関する 

マイツグループとの業務提携締結に関するお知らせ 

 

 

当社の海外子会社であるレカムビジネスソリューションズ（大連）株式有限公司（本社：中国大連

市、董事長 伊藤 秀博、以下「大連レカム社」といいます。）は、株式会社マイツ（本社：京都市下

京区、代表取締役 池田 博義、以下「マイツグループ」といいます。）と中国での空気浄化装置「Ｒ

ｅＣｌｅｓ（レクリス）」の販売に関する業務提携契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

 

記 

 

１．空気浄化装置「ＲｅＣｌｅｓ」の販売展開 

 予てよりリリースしておりますとおり、空気浄化装置「ＲｅＳＰＲ（レスパー）」につきまして

国内で販売するほか、海外においては中国、タイ、ベトナム、フィリ ピン、インドネシア、マレー

シア、ミャンマーの 7か国で独占販売権を取得し、販売網の整備を進めております。このうち中国

市場におきましては、自社ブランド名「ＲｅＰｕｒｅ（レピュア）」で販売の予定でしたが、商標

登録可能性を厳格に検討した結果、「ＲｅＣｌｅｓ（レクリス）」として発売することに変更しまし

た。中国では、すでに営業による直接販売を開始しており、代理店販売やインターネット販売の検

討を進めておりますが、その第一弾として、この度、中国国内での空気浄化装置「ＲｅＣｌｅｓ」

販売について、株式会社マイツと業務提携契約を締結いたしました。 

 

２．業務提携契約締結の理由 

マイツグループは、会計・税務の他、人事労務、法務等、中堅中小企業へワンストップで経営支

援を行っております。1987年 11月に株式会社マイツを設立、1994年には中国・上海に事務所を設

立するなど、日本（日本マイツ）及び中国（中国マイツ）にて事業を展開しております。中国にお

いては、25 年以上の社歴と中国で９法人、上海（浦西、浦東）、蘇州、大連、瀋陽、広州、香港、

北京、天津、成都の 10 拠点で 280 人を超える職員を抱え、2,200 社以上の日系企業と顧問契約を

http://www.recomm.co.jp/


2 

 

有する大手会計事務所であります。中国マイツは、当社が 2005 年３月に中国に進出した当初より

会計顧問契約を締結し、中国事業の支援を行って頂いております。 

今回、当社はマイツグループと協議を行い、当社連結子会社であるレカムビジネスソリューショ

ンズ（大連）株式有限公司が中国国内で「ＲｅＣｌｅｓ」を販売するに当たり、中国マイツのネッ

トワークを通じた販売を推進するための業務提携を締結いたしました。 

 

３． 契約内容 

マイツグループとの提携は、①顧客、取引先の紹介取次ぎ、②代理店紹介、③「ＲｅＣｌｅｓ」

の販売代理店となり、同社が行う中国在住の富裕層への医療ツーリズム事業の顧客や提携先病院へ

販売する内容となっております。これらにより、中国市場での空気浄化装置の販売拡大、海外法人

事業の成長加速化につなげてまいります。 

 

４．業務提携先概要 

会 社 名： 株式会社 マイツ 

本社所在地： 京都市下京区烏丸通五条下ル大坂町 391番 

代 表 者： 池田 博義 

事業内容： 会計・税務・財務支援他 

参考ＵＲＬ： http://www.myts.co.jp/index.html 

 

５．業績等に与える影響について 

2020年９月期連結業績に与える影響については、現在のところ軽微であると考えております。 

なお、 2021年９月期以降の当社グループ連結業績に与える影響については現在精査中であり、改

めて開示の必要が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

 

以上 


